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第3節  放送・コンテンツ分野の動向

	1	1	 放送	 放送
	1	 放送市場の規模
ア　放送事業者の売上高等

我が国では、放送は、受信料収入を経営の基盤とするNHKと、広告収入又は有料放送の料金収入を
基盤とする民間放送事業者の二元体制により行われている。また、放送大学学園が、教育のための放送
を行っている。

放送事業収入及び放送事業外収入を含めた放送事業者全体の売上高は、2022年度から減少し、2024
年度は3兆6,042億円（前年度比0.6％減）となった。

内訳をみると、地上系民間基幹放送事業者の売上高総計が2兆1,977億円（前年度比1.8％増）、衛星
系民間放送事業者の売上高総計が3,200億円（前年度比3.5％減）、ケーブルテレビ事業者の売上高総
計が4,740億円（前年度比1.1％減）、NHKの経常事業収入が6,125億円（前年度比6.7％減）となっ
た（図表Ⅱ-1-3-1）。

図表Ⅱ-1-3-1 放送産業の市場規模（売上高集計）の推移と内訳

地上系基幹放送事業者 衛星系放送事業者※1 ケーブルテレビ事業者※2 NHK※3
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※1	 衛星放送事業に係る営業収益を対象に集計。
※2	 ケーブルテレビ事業者は、2010年度までは自主放送を行う旧有線テレビジョン放送法の旧許可施設（旧電気通信役務利用放送法の登録を受けた設備で、

当該施設と同等の放送方式のものを含む。）を有する営利法人、2011年度からは有線電気通信設備を用いて自主放送を行う登録一般放送事業者（営利法人
に限る。）を対象に集計（いずれも、IPマルチキャスト方式による事業者などを除く。）。

※3	 NHKの値は、経常事業収入。
※4	 ケーブルテレビ等を兼業しているコミュニティ放送事業者は除く。

（出典）総務省「民間放送事業者の収支状況」及びNHK「財務諸表」各年度版を基に作成

また、2025年の地上系民間基幹放送事業者の広告費は、1兆7,486億円となっており、内訳は、テ
レビジョン放送事業に係るものが1兆6,333億円、ラジオ放送事業に係るものが1,153億円である＊1。

関連データ 地上系民間基幹放送事業者の広告費の推移

出典：電通「日本の広告費」により作成
URL：�https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/datashu.html#f00151（データ集）

＊1	 広告市場全体については、第Ⅱ部第1章第3節22「広告」を参照。
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イ　民間放送事業者の経営状況
地上系民間基幹放送事業者（2024年度の売上高営業利益率4.1％）、衛星系民間放送事業者（同

7.0％）及びケーブルテレビ事業者（同8.2％）は、それぞれ全体でみると、いずれも2023年度に引き
続き黒字を確保している（図表Ⅱ-1-3-2）。

図表Ⅱ-1-3-2 民間放送事業者の売上高営業利益率の推移
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※	コミュニティ放送を除く地上基幹放送
（出典）総務省「民間放送事業者の収支状況」各年度版などを基に作成

	2	 事業者数
2025年度末における民間放送事業者数の内訳は、地上系民間基幹放送事業者が536社（うちコミュ

ニティ放送を行う事業者が342社）、衛星系民間放送事業者が39社となっている（図表Ⅱ-1-3-3）。

図表Ⅱ-1-3-3 民間放送事業者数の推移

年度末 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

地上系

テレビジョン
放送（単営）

VHF 16 93 93 94 94 98 94 94 95 95 95 96 96 96 96 96UHF 77

ラジオ放送
（単営）

中波（AM）放送 13 13 13 14 14 14 14 14 15 15 15 16 16 16 16 16
超短波（FM）放送 298 307 319 332 338 350 356 369 377 384 384 388 390 393 396 392

うちコミュニティ放送 246 255 268 281 287 299 304 317 325 332 334 338 339 342 346 342
短波 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

テレビジョン放送・ラジオ放送（兼営） 34 34 34 33 33 33 33 33 32 32 32 31 31 31 31 31
文字放送（単営） 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
マルチメディア放送 1 1 1 4 4 4 6 6 2 2 0 0 0 0

小　計 440 449 461 475 481 500 502 515 526 533 529 534 534 537 540 536

衛星系
衛星基幹放送 BS放送 20 20 20 20 20 20 19 19 22 22 20 22 21 21 20 20

東経110度CS放送 13 13 22 23 23 23 23 20 20 20 20 20 20 20 20 20
衛星一般放送 91 82 65 45 7 5 4 4 4 4 4 4 4 3 2 2

小　計 113 108 92 72 46 44 41 39 41 41 39 42 42 41 39 39

ケーブル
テレビ

登 録 に 係 る	
有線一般放送
（自主放送を
行う者に限る）

旧許可施設による放送
（自主放送を行う者に限る） 502 556 545 539 520 510 508 504 492 471 464 464 456 452 449 445
旧有線役務利用放送 26

うちIPマルチキャスト
放送 5 5 4 3 3 3 5 5 5 5 5 4 3 3 2 2

小　計 528 556 545 539 520 510 508 504 492 471 464 464 456 452 449 445

※1	 2015年度末のテレビジョン放送（単営）の数には、移動受信用地上基幹放送を行っていた者（5者。うち1者は地上基幹放送を兼営）を含む。
※2	 衛星系放送事業者については、2011年6月に改正・施行された放送法に基づき、BS放送及び東経110度CS放送を衛星基幹放送、それ以外の衛星放送を

衛星一般放送として位置づけている。
※3	 衛星系放送事業者について、「BS放送」、「東経110度CS放送」及び「衛星一般放送」の2以上を兼営している者があるため、それぞれの欄の合計と小計

欄の数値とは一致しない。また、2011年度以降は、放送を行っている者に限る。
※4	 ケーブルテレビについては、2010年度は旧有線テレビジョン放送法に基づく旧許可施設事業者及び旧電気通信役務利用放送法に基づく登録事業者、2011

年度以降は放送法に基づく有線電気通信設備を用いて自主放送を行う登録一般放送事業者（なお、IPマルチキャスト放送については、2010年度までは旧
有線役務利用放送の内数、2011年度以降は有線電気通信設備を用いて自主放送を行う登録一般放送事業者の内数）。
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	3	 放送サービスの提供状況
ア　地上テレビジョン放送

地上系民間テレビジョン放送については、2025年度末現在、全国で127社（うち兼営31社）が放
送を行っている。

関連データ 民間地上テレビジョン放送の視聴可能なチャンネル数（2025年度末）

URL：�https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/datashu.html#f00154（データ集）

イ　地上ラジオ放送
中波放送（AM放送）については、各地の地上系民間基幹放送事業者（2025年度末時点47社）が放

送を行っている。
超短波放送（FM放送）については、各地の地上系民間基幹放送事業者（2025年度末時点392社）

が放送を行っている。そのうち、原則として一の市町村の一部の区域を放送対象地域とするコミュニ
ティ放送事業者は342社＊2となっている。

短波放送については、地上系民間基幹放送事業者（2025年度末時点1社）が放送を行っている。

ウ　マルチメディア放送
地上テレビジョン放送のデジタル化により使用可能となった99MHz-108MHzの周波数帯を用いる

V-Lowマルチメディア放送については、2025年度末時点で放送を行う事業者がいない状態となって
いる。

エ　衛星放送
（ア）衛星基幹放送

BS放送については、株式会社放送衛星システムの人工衛星により、NHK、放送大学学園及び民間放
送事業者（2025年度末時点20社＊3）が放送を行っており、うち8社が4K8K衛星放送を行っている。
また、東経110度CS放送については、スカパーJSAT株式会社の人工衛星により、民間放送事業者

（2025年度末時点20社＊3）が放送を行っている。

（イ）衛星一般放送
衛星一般放送については、スカパーJSAT株式会社の人工衛星により、民間放送事業者（2025年度

末時点2社＊3）が放送を行っている。

オ　ケーブルテレビ
2024年度末のケーブルテレビ事業者数は、449者である。ケーブルテレビでは、地上放送及び衛星

放送の再放送や自主放送チャンネルを含めた多チャンネル放送が行われている。登録に係る自主放送を
行うための有線電気通信設備（501端子以上）によりサービスを受ける加入世帯数は約3,188万世帯、
世帯普及率は約52.0％となっている（図表Ⅱ-1-3-4）。

＊2	 総務省「コミュニティ放送の現状」
	 https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/housou_suishin/housou_community.html
＊3	 総務省「衛星放送の現状」
	 https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/housou_suishin/eiseihousou.html
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図表Ⅱ-1-3-4 登録に係る自主放送を行う有線電気通信設備によりサービスを受ける加入世帯数、普及率の推移

2,767 2,817 2,852 2,885 2,930 2,961 2,996 3,011 3,050 3,079 3,107

97 101 96 94 91 94 95 92 88 83 74

51.5 52.2 52.3 52.3 52.6 52.2 52.3 52.2 52.5 52.5 52.3

49.8 50.4 50.6 50.7 51.0 50.6 50.7 50.6 51.0 51.1 51.1

0

10

20

30

40

50

60

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

（％）（万世帯）

（年度末）

3,121

67

52.0

50.9

2024

RF方式
IPマルチキャスト方式

普及率
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※1	 普及率は住民基本台帳世帯数から算出。
※2	 RF方式における「加入世帯数」は、登録に係る有線電気通信設備の総接続世帯数（電波障害世帯数を含む）を指す。

（出典）総務省「ケーブルテレビの現状」＊4を基に作成

＊4

	4	 NHKの状況
ア　NHKの国内放送の状況

2025年度末のNHKの国内放送のチャンネル数は、地上テレビジョン放送は2チャンネル、ラジオ
放送は2チャンネル、衛星テレビジョン放送は3チャンネルである。

関連データ NHKの国内放送（2025年度末）

URL：�https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/datashu.html#f00157（データ集）

イ　NHKのテレビ・ラジオ国際放送の状況
NHKのテレビ・ラジオ国際放送は、在外邦人及び外国人に対し、ほぼ全世界に向けて放送している。

関連データ NHKのテレビ・ラジオ国際放送の状況（2026年4月時点計画）

URL：�https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/datashu.html#f00158（データ集）

	5	 放送サービスの利用状況
ア　加入者数

2024年度の放送サービスの加入者数は、ケーブルテレビについては前年度より増加し、その他の放
送サービスについては減少している（図表Ⅱ-1-3-5）。

＊4	 https://www.soumu.go.jp/main_content/001038393.pdf
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図表Ⅱ-1-3-5 放送サービスの加入者数

うち衛星契約等

東経124/128度CS
WOWOW
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東経110度有料放送
ケーブルテレビ
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4,461.1 4,417.6

2,262.7

2,852.0 2,885.0 2,930.3 2,960.7 2,995.9 3,117.1 3,161.7
219.5 209.3 208.4 213.7 215.8 218.3 210.8
120.3 114.4 109.4 102.7 93.1 84.4 70.0
280.5 287.6 290.1 285.5 279.1 256.0
4,258.3 4,315.4 4,397.4 4,471.4 4,522.5 4,477.3 4,447.7
1,993.3 2,066.7 2,147.6 2,221.5 2,289.1 2,274.2 2,271.5 2,268.0

282.3

8048.6

2024
3,187.8
195.8
58.3
232.5
4,374.2
2,245.6

※1	 地上放送（NHK）の加入者数は、NHKの全契約形態の受信契約件数。
※2	 衛星契約等の加入者数は、NHKの衛星契約及び特別契約の件数。
※3	 WOWOWの加入者数は、WOWOWの契約件数。
※4	 東経124/128度CSの加入者数は、スカパー！プレミアムサービスの契約件数。
※5	 東経110度有料放送の加入者数は、スカパー！の契約件数。
※6	 ケーブルテレビの加入世帯数は、登録に係る自主放送を行うための有線電気通信設備の加入世帯数。

（出典）一般社団法人電子情報技術産業協会資料、日本ケーブルラボ資料、NHK資料及び総務省資料「衛星放送の現状」「ケーブルテレビの現状」を基に作成

イ　NHKの受信契約数
2024年度のNHK受信契約数は約4,374万件であり、そのうち地上契約数（普通契約及びカラー契約）

が約2,129万件、衛星契約数が約2,244万件、特別契約数が約2万件となっている（図表Ⅱ-1-3-6）。

図表Ⅱ-1-3-6 NHKの放送受信契約数の推移

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
特別契約 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2
衛星契約 1,910 1,992 2,066 2,146 2,220 2,288 2,273 2,270 2,266 2,261
地上契約 2,289 2,265 2,249 2,250 2,250 2,233 2,203 2,190 2,180 2,155
計 4,200 4,258 4,315 4,397 4,471 4,523 4,477 4,461 4,448 4,418

4,200 4,258 4,315 4,397 4,471 4,523 4,477 4,461 4,448 4,418
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2,244
2,129
4,374

（出典）NHK資料を基に作成

	6	 放送設備の安全・信頼性の確保
放送は、日常生活に必要な情報や、災害情報をはじめとする重要な情報を広く瞬時に伝達する手段と

して、極めて高い公共性を有しており、それを支える放送設備には高度な安全・信頼性が求められる。
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2024年度の放送停止事故の発生件数は339件であり、このうち重大事故＊5は33件で全体の約10％
であった（図表Ⅱ-1-3-7）。これを踏まえ、各事業者における事故の再発防止策の確実な実施に加え、
業界内での事故事例共有により同様の事故を防止す
るための取組が推進されている。

地上放送・衛星放送の放送停止事故の発生件数は
263件であり、2023年度と比較し微増となった。
なお、有線一般放送の放送事故の発生件数は76件
であり、減少している。2024年度の放送停止事故
の発生原因としては、設備故障によるものが最も多
く、次いで第三者要因によるものが多い結果となっ
た（図表Ⅱ-1-3-8）。

図表Ⅱ-1-3-8 発生原因別放送停止事故件数の推移
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（出典）総務省「放送停止事故の発生状況」（令和6年度）＊7を基に作成

＊6 ＊7

	2	2	 コンテンツ市場	 コンテンツ市場
	1	 我が国のコンテンツ市場の規模
ア　市場の概況

我が国の2024年のコンテンツ市場規模は12兆9,958億円となっている。ソフト形態別の市場構成
比では、映像系ソフトが全体の57.9％を占めている。また、テキスト系ソフトは34.9％、音声系ソフ
トは7.3％をそれぞれ占めている＊8（図表Ⅱ-1-3-9）。

コンテンツ市場規模をソフト形態別にみると、いずれも増加傾向にある（図表Ⅱ-1-3-10）。

＊5	 放送法第113条、122条、137条「設備に起因する放送の停止その他の重大な事故であって総務省令で定めるものが生じたときは、その旨を
その理由又は原因とともに、遅滞なく、総務大臣に報告しなければならない」に該当する事故。

＊6	 https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/housou_suishin/hoso_teishijiko.html
＊7	 https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/housou_suishin/hoso_teishijiko.html
＊8	 メディア別にソフトを集計するのではなく、ソフトの本来の性質に着目して1次流通とマルチユースといった流通段階別に再集計した上で市場

規模を計量・分析。

図表Ⅱ-1-3-7 重大事故件数の推移
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（出典）総務省「放送停止事故の発生状況」＊6（令和6年度）を基に作成
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図表Ⅱ-1-3-9 我が国のコンテンツ市場規模の内訳（2024年）

映像系ソフト
7兆5,186億円
57.9%

音声系ソフト
9,470億円
7.3%
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4兆5,302億円
34.9%

映画ソフト
8,789億円
6.8% ビデオソフト

3,447億円
2.7%

地上テレビ番組
2兆6,041億円
20.0%

衛星・CATV番組
8,371億円
6.4%

ゲームソフト
1兆8,399億円
14.2%ネットオリジナル

ソフト
1兆139億円
7.8%

音楽ソフト
7,106億円
5.5%

ラジオ番組
1,704億円

1.3%

ネットオリジナルソフト
660億円
0.5%

新聞記事
1兆1,846億円

9.1%

コミック
4,626億円

3.6%

雑誌ソフト
5,970億円

4.6%

書籍ソフト
7,839億円

6.0%

データベース情報
4,015億円

3.1%

ネットオリジナル
1兆1,007億円
8.5%

コンテンツ市場
12兆9,958億円

（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

図表Ⅱ-1-3-10 我が国のコンテンツ市場規模の推移（ソフト形態別）

映像系ソフト
音声系ソフト
テキスト系ソフト

（兆円）
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11.8
12.5 12.4 12.6 13.0

※	四捨五入のため、内訳の和は計に必ずしも一致しない。
（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

イ　マルチユースの状況
2024年の1次流通市場の規模は9兆7,843億円であり、市場全体の4分の3を占めている。1次流通

市場の内訳は、映像系ソフトが5兆6,692億円、テキスト系ソフトが3兆3,331億円、音声系ソフトが
7,820億円となっている。

また、マルチユース市場の規模は3兆2,115億円であり、前年から増加した。内訳は、映像系ソフト
が1兆8,494億円、テキスト系ソフトが1兆1,972億円、音声系ソフトが1,650億円となっている。

関連データ 1次流通市場の内訳（2024年）

出典：�総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフト
の制作及び流通の実態に関する調査」

URL：�https://www.soumu.go.jp/
johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/
datashu.html#f00165（データ集）

関連データ マルチユース市場の内訳（2024年）

出典：�総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフト
の制作及び流通の実態に関する調査」

URL：�https://www.soumu.go.jp/
johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/
datashu.html#f00166（データ集）
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ウ　通信系コンテンツ市場
コンテンツ市場のうち、パソコン及びスマートフォン向けなどインターネットなどを経由した通信系

コンテンツの市場規模は6兆7,526億円となっている。ソフト形態別の市場構成比では、映像系ソフト
が56.6％、テキスト系ソフトが33.7％、音声系ソフトが9.7％を占めている。

また、通信系コンテンツの市場規模は、引き続き増加している。ソフト形態別に推移をみると、全て
のソフト形態で増加傾向にある。

関連データ 通信系コンテンツ市場の内訳（2024年）

出典：�総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフト
の制作及び流通の実態に関する調査」

URL：�https://www.soumu.go.jp/
johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/
datashu.html#f00167（データ集）

関連データ 通信系コンテンツ市場規模の推移	
（ソフト形態別）

出典：�総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフト
の制作及び流通の実態に関する調査」

URL：�https://www.soumu.go.jp/
johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/
datashu.html#f00168（データ集）

	2	 広告
世界の広告費をみると、2025年にはデジタル広告が6,684億ドルとなると予測されており、総広告

費に占める割合も67.6％まで拡大する見通しとなっている（図表Ⅱ-1-3-11）。日本の広告費をみると、
2025年にはインターネット広告が4兆459億円となった一方、マスコミ4媒体＊9広告は2兆2,980億
円と減少傾向にあり、両者の広告費が初めて逆転した2021年以降、その差が広がっている（図表Ⅱ-1-
3-12）。

図表Ⅱ-1-3-11 世界の媒体別広告費の予測

テレビ
OOH（屋外／交通）

新聞・雑誌
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オーディオ
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（年）

（出典）電通グループ「GLOBAL AD SPEND FORECASTS」＊10を基に作成

図表Ⅱ-1-3-12 日本の媒体別広告費の推移＊11
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（出典）電通「Knowledge & Data 2025年 日本の広告費」＊12を基に作成

関連データ 世界の総広告費の推移

出典：電通グループ「GLOBAL AD SPEND FORECASTS」
URL：�https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/datashu.html#f00171（データ集）

＊10 ＊11 ＊12

＊9	 テレビメディア、新聞、雑誌、ラジオ。
＊10	 https://www.group.dentsu.com/jp/news/release/001577.html
＊11	 2019年からは、日本の広告費に「物販系ECプラットフォーム広告費」と「イベント領域」を追加、広告市場の推定を行っている。

2018年以前の遡及修正は行っていない。
＊12	 https://www.dentsu.co.jp/knowledge/ad_cost/index.html
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	3	 我が国の放送系コンテンツの海外輸出の動向
2024年度の放送コンテンツ海外輸出額は引き続き増加し、1,147.3億円（前年度比37.3％増）と

なった（図表Ⅱ-1-3-13）。

図表Ⅱ-1-3-13 我が国の放送コンテンツ海外輸出額の
推移
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（年度）
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※1	 放送コンテンツ海外輸出額：番組放送権、インターネット配信権、ビデ
オ・DVD化権、番組フォーマット・リメイク権、商品化権等の海外売
上高の総額。

※2	 NHK、民放キー局、民放在阪準キー局、ローカル局、衛星放送事業者、
CATV事業者、プロダクション等へのアンケートを基に算出。

（出典）総務省「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析」を基に作成

関連データ 我が国の放送コンテンツ海外輸出額の権利別
割合の推移

出典：�総務省「放送コンテンツの海外展開に関する
現状分析」を基に作成

URL：�https://www.soumu.go.jp/
johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/
datashu.html#f00173（データ集）

関連データ 我が国の放送コンテンツ海外輸出額の主体別
割合・ジャンル別割合の推移

出典：�総務省「放送コンテンツの海外展開に関する
現状分析」を基に作成

URL：�https://www.soumu.go.jp/
johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/
datashu.html#f00174（データ集）

95令和8年版　情報通信白書　第Ⅱ部

I
I
I
I
I
I
I
I

第第33節節放送・コンテンツ分野の動向放送・コンテンツ分野の動向

第
1
章

情通R8_Ⅱ-1-03_第Ⅱ部第1章3節.indd   95情通R8_Ⅱ-1-03_第Ⅱ部第1章3節.indd   95 2026/07/01   18:15:212026/07/01   18:15:21

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/datashu.html#f00173
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/datashu.html#f00173
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/datashu.html#f00173
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/datashu.html#f00174
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/datashu.html#f00174
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r08/html/datashu.html#f00174



